








































































われ、開発は迅速には進まなかった。1950 年末の時点で 451 戸の住宅が建
設されたにすぎなかった。ただし、その後は、1952 年には 4,640 戸、1956
年には 9,000 戸と開発が急速に進展した（カリングワース　1972　p. 383）。
初期のニュータウンでは人口が 3万人から 5万人で、低層低密の住宅地が想
定されていた。それが、1960 年代に入ると人口 20 万人から 40 万人と大規
模化した。1961 年から 66 年の間に指定されたものは「第 2世代」と呼ばれ
た。また、1960 年代半ば以降に出現したものは「第 3世代」と呼ばれる














































































































































（1）　第 2次大戦後から 1960 年代までの地域政策
　ここでは、マックローンの説明を参考にしながら、戦後における地域開発
立法の変遷を、1960 年までの時期とそれ以降の時期の 2つに分けて振り返
る。マックローンも、1945 年から 60 年までの時期における地域政策の根拠
法は 1945 年工業分散法（Distribution of Industry Act）であったとしてい
る
4）



























運命であった。1954 年から 55 年の投資ブームを頂点として、それ以後の英
国経済の成長は鈍化に転じた（マックローン　1973　pp. 120─121）。
　そこで、制定されたのが 1958 年の産業分散（産業融資）法（Distribution 
of Industry （Industrial Finance） Act）であった。この立法により、不況の状
況（特に失業率の高さ）を踏まえて、開発地帯の指定地域の一部入れ替えが


















































委員会（Location of Office Board）が設置された。この委員会は、「事務所
の開設・増設をロンドンの中心部から周辺部へ移動させることを奨励」する
ことにあった。しかし、労働党政府は、より積極的な規制を求め、「1964 年






課題でもあった。1962 年時点で、12 万 5,000 人の本省職員の内、約 2万











































































































































































つは、アバークロンビー教授（Sir Leslie Patrick Abercrombie）とフォーシ
ョン氏（John Henry Forshaw）によって 1943 年に作成された「ロンドン・

























④ アウター・カウンティ：ニュータウンに 50 万人、拡張都市に 40 万人の受













り、その他に 28 の首都区（Metropolitan Borough）があり、この両者を併せ
た区域を対象とする自治体としてロンドン・カウンティ・カウンシル

























12 月、大ロンドンの地方行政に関する王立委員会（Royal Commission on 
Local Government in Greater London）が設置された。ハーバート卿が委員
長を務めたことからハーバート委員会と呼ばれた。ハーバート委員会は、第
二層（基礎）の自治体として 52 の区を置く案を勧告したが、政府は 32 区
（およびシティ・オブ・ロンドン）にする案を決定した。第一層（広域）の






































































































































万 5000 件であった（マックローン　1973　p. 135）。
10）　1965 年 の 事 務 所 開 設・ 工 業 開 発 統 制 法（Control of Office and Industrial 
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